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近年、カーシェアリングや配車サービスなどの普及、さらに自動運転車1の開発・実証試験に続き

MaaS（マース）2という新しい概念の移動サービスが世界的にも注目されている。本稿は前半で開発中

のユニークな歩道領域の自動運転システムのモデル(写真)とその活用イメージを概観する。それらは

WHILL（ウィル）株式会社が、2019年１月上旬に米国 CES(Consumer Electronics Show)2019で発表した

内容である。後半では、MaaSやその開発動向に補足を加えラストマイルの課題などを考察する。 
 

１．自動運転のパーソナルモビリティの開発 

WHILL株式会社は 2012年創業のベンチャー企業で、高い

ユーザビリティと機体の走破能力を持つスタイリッシュな

パーソナルモビリティを世に送り出している。過去、同社

のModel ＡとModel Ｃを筆者のレポート※巻末でも簡略に解

説しているが、両機種とも、試乗会で筆者でもすぐに操作

ができるものであった。 

また、同社の製品開発のコンセプトは、障がいの有無や

年齢に関わらず、だれもが楽しく安全に乗れるパーソナル

モビリティの開発、普及を目標としている。勿論、介護保

険の福祉用具貸与の対象であり、要介護者は安価なレンタ

ル費で活用することも出来る。 

さて、2019年初めに米国で発表した「WHILL 自動運転シ

ステム」は、「WHILL 自動運転モデル（プロトタイプ）」（図

表１、２）と、複数の機体を管理・運用するシステムの２

つから構成されている。 

                                                
1 自動運転車の英語表記には、オートノマス･カー（autonomous car）やセルフドライビング･カー（self-driving car） など幾つかある。 

2 MaaS（マース）：Mobility as a Serviceの略。出発地から目的地までの移動ニーズに対して最適な移動手段をシームレスに一つのアプリで提供する

など、移動を単なる手段としてではなく、利用者にとっての一元的なサービスとして捉える概念。（出所：国土交通省「都市と地方の新たなモビリティ

サービス懇談会」資料より）。なお、直訳すれば「サービスとしての移動」。 
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図表２ 左右のアーム先端部のステレオカメラ 

  

（写真）上記２点ともWHILL株式会社 

図表１ 米 CES で公表され「WHILL 自動運転

モデル（プロトタイプ）」の外観 
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前者は外観の特徴として、自動運転のために左右のアーム（写真：ブルーの部分）の先端部に自動

運転時の衝突防止や自動走行のためのステレオカメラが搭載されている。後者の複数機体を管理・運

用するシステムは、複数人で移動する際や様々な活用方法が考えられ今後の開発を注目したい。 

次に同社が考える「WHILL 自動運転システム」活用のイメージ図を２点見てみよう。 
 

２．WHILLの活躍が期待されるＭａａＳのラストマイル問題 

 図表３は前述した「WHILL 自動運転システム」を組み込んだ同

社のビジネス展開のイメージ図である。当然だが MaaSビジネスは

交通（移動）サービス事業者が１社で行うことは出来ず、鉄道等

の公的サービス、タクシー、配車サービス、カーシェア、航空会

社等の事業者との連携構築が重要である。さらに、連携グループ

内でのデータの標準化やオープン化、データのセキュリティも重

要な課題となる。しかし、これら課題に先行して MaaSの構築では

必ずラストマイル3の解決が課題となる。この MaaS の概念はシー

ムレスな移動サービスを提供することがとても重要な要件となっ

ている。 

今後、「WHILL自動運転システム」が組込まれた MaaSの中で追求するラストマイルの自動運転は、

将来的に公道での実現を目指している。ただ開発中の現時点は図表４に示す様々な大型施設の屋内外

等の歩道領域が想定されている。この歩道領域のラストマイル問題とは、例えば公共の交通機関のバ

スでショッピングモールの入り口に到着したとする。しかし、近年の巨大ショッピングモールで買い

物を楽しむにしても、フードコートで好きな料理を探し回るにしても、脚力が低下したり膝関節や腰

を痛めている中高齢者には何百メートルも徒歩で歩き回ることは容易ではない。また、介助のために

同伴する家族などに

とっても負担は少な

くないだろう。今後、

同社では空港、スポ

ーツ施設、商業施設、

観光地などでの実用

化を順次進める計画

である。 

将来的に「WHILL

自動運転モデル」が、

様々な場所で活用さ

れるシーンを期待し

たい。 

                                                
3 通信事業や物流事業で使われる言葉で、事業者の最終拠点からエンドユーザー宅までの最も負荷のかかるサービス提供の距離を象徴的に「ラスト
ワンマイル」と呼ぶが、実際に１.6キロメートルということではない。MaaSのサービスでは、サービスのシームレス化が重要なポイントであり、各交通サ

ービスの結節点やファースト又はラストワンマイルのサービス提供が重要な解決課題となる。（本稿では「ラストマイル」と表記する。） 

図表４ 自動運転WHILLの実用イメージ図 

（写真）上記イメージ図はWHILL株式会社 

図表３ WHILL  MaaS  Business 

 

（写真）上記イラストはＷＨＩＬＬ株式会社 
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３．様々な取組が始まる MaaSについて 

（1）取組動向等の補足 

MaaSは基本的に、利用者を中心とした移動サービスの概念である。１頁の脚注２に定義を記したが、

初めにユーザーは出発地から目的地までの最適な移動手段を検索する。そのため、様々な移動サービ

ス事業者のデータの標準化とオープン化が必要であり、それらを一元的に管理し、経路検索・予約・

決済を全てスマートフォンなどのアプリで実行可能とする。このため MaaSの実現化には、オープンデ

ータの活用環境の整備や移動サービス事業者の協力体制、さらに対象地域全体への社会実装に向けた

普及啓発が必要となる。勿論、地域ユーザー（利用予定のユーザーだけでなく非利用者へも）への普

及広報や説明とともにインバウンド（複数の国の訪日外国人）への対応も重要な課題である。 

 この新しい移動サービスの概念は、数年前よりフィンランドのヘルシンキ市で取組がスタートした

マルチモーダルなサービス4である。その社会実装の進展による効果（マイカーの通勤利用者の減少等）

も生じ、欧州の数カ国で取組が開始され、国内でも国の検討が実施されている。また、国内では 2018

年 6月に閣議決定された「未来投資戦略 2018」の複数箇所に「次世代モビリティ・システム」や「MaaS」

の開発促進が記載され、複数の民間企業による実証試験に向けた動きも始まっている。 

 既に、従来の鉄道系のサービスでも、ICT の活用で、スマホで新幹線などのチケットが予約・購入

でき、MaaS構築に向けての環境は各方面で徐々に整いつつあると思われる。しかし、様々な事業者が

連携し、一元的なオープンデータの管理に向けた環境構築の合意形成とその実現には一定の時間を要

すると推測され、中長期での取組が重要となろう。 

（2）ラストマイルへの取組 

 今後、各方面でこの MaaSへの取組がさらに活発化すればラストマイルの課題解決が重要となる。 

例えば、ユーザーが移動サービスアプリで検索した最終移動サービスの終点とユーザーの最終目的

地の間に隙間や切れ目がある場合、そのラストマイルの解消は重要な解決課題である。 

近年、このラストマイルの解決を目指し多数の企業が、一人～二人乗りの小型ビークルや６～８人

乗りのゴルフカートを大きくしたような自動運転車、遠隔監視型のコミュニティバスを発表している。

そして、国内の複数のテストエリアで自動運転等の実証試験が実施されている。 

このほか、ホテルなどの宿泊施設内での車いすの利用を考えれば、廊下やドアの幅、さらに段差の

課題がある。バリアフリー化され部屋の中で電動車いすの活用が円滑に行えれば、車いすを活用する

宿泊客や車いすを活用する高齢の祖父母との家族旅行は一段と楽しくなろう。ラストマイルの課題解

決に加え、建物や宿泊設備内のバリアフリー化のさらなる進展にも期待したい。 

（3）地域の状況に即した MaaS タイプの開発を 

また MaaSは海外で一部で実現しつつあるものの、国内ではまだ開発段階であったり、実証試験前後

の段階にある。当然、対象地域の状況は多様な都市構造や交通事情などが存在するため、理想的な唯

一の MaaSの雛形が存在する訳ではない。さらに大都市と地方の中小都市とでは移動サービスの資源や

ユーザーのニーズも異なる。したがって、地域別モデルの検討や地域モデルの類型化の検討は重要で

あり、さらに既存の交通機関を中心とした検討に加え、今後の新たな自動運転車等のモビリティサー

                                                
4 複数の交通の連携を通じて、利用者のニーズに対応した効率的で良好な交通環境が提供されるサービス（国土交通白書などより） 
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ビスを組込んだ検討も重要であると思われる。なぜならば、その様な検討が新たなモビリティサービ

スを実現する契機となる可能性もあり、今後の国や地方自治体の検討動向にも注目したい。 

この地域ごとの検討においては、各サービス事業の関係者を中心とした検討だけではなく、地域の

高齢者や障がい者、生活者（小学生くらいから大人まで）といったモビリティサービスのユーザーの

意見をも反映してもらいたいと思う。 
 

おわりに 

筆者も急激に人口減少と過疎が進行する地方の交通状況に直に触れたとき、必要な時に必要とする

モビリティサービスが確保できるか否かは、その地域の生活者の死活問題といってもいいと思ったこ

とがある。勿論、自家用車の進化がそのひとつ答えとなるが、それ以上に、新たなモビリティサービ

スは、高齢化がさらに進行する地域社会において今以上に自立した生活の確保度は、生活者のＱＯＬ

向上を大きく左右すると思われる。現在の各地域における MaaS構築に向けた検討の行方や様々な実証

試験の動向を注視したい。 
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